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 (財)財務会計基準機構 

平成 19 年３月期 個別中間財務諸表の概要  
平成 18 年 11 月 24 日 

上場会社名 滝沢ハム株式会社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号 2293 本社所在都道府県 栃木県  
(URL http://www.takizawaham.co.jp)  

代   表   者 役職名 代表取締役社長 氏名 瀧澤 太郎 

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 長安  正 

  TEL (0282) 23－5640  
決算取締役会開催日 平成18年11月24日 配当支払開始日 平成18年12月11日  
単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株)   

 

1. 18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 
(1) 経営成績                            （金額の表示：百万円未満の端数切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年９月中間期 14,682 (    7.0) 78 (   69.3) 67 (   58.6) 

17 年９月中間期 13,717 (  △4.9) 46 ( △51.0) 42 ( △47.8) 

18 年 ３ 月 期 27,918  125  100  
 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

 百万円 ％ 円 銭

18 年９月中間期 △0 (     ―) △0 08 

17 年９月中間期 3 ( △94.0) 0 30 

18 年 ３ 月 期 6  0 64  
(注) ① 期中平均株式数 18 年９月中間期 10,165,762 株 17 年９月中間期 10,429,369 株 18 年３月期 10,297,926 株

 ② 会計処理の方法の変更 無 

 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2) 財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年９月中間期 12,889 3,669 28.5 361 02 

17 年９月中間期 11,444 3,689 32.2 362 92 

18 年 ３ 月 期 12,327 3,778 30.7 371 73 
 
(注) ① 期末発行済株式数 18 年９月中間期 10,165,762 株 17 年９月中間期 10,165,762 株 18 年３月期 10,165,762 株

 ② 期末自己株式数 18 年９月中間期 344,238 株 17 年９月中間期 344,238 株 18 年３月期 344,238 株

 
2. 19 年３月期の業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通  期 29,100 230 80 

 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 7 円 87 銭 
 
3. 配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年３月期 1.00 2.00 3.00

19 年３月期(実績) 1.00 ―

19 年３月期(予想) ― 2.00
3.00

 

  ※ 上記に記載した数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際に
業績等は、業況の変化等により、上記予想の数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は中間決算短信(連結)添付書類６ページを参照して下さい。  
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中間財務諸表等 
中間財務諸表 
① 中間貸借対照表 

 

  前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金及び預金  978,786 1,201,253  1,050,705

 ２ 受取手形 ※5 45,259 42,960  29,753

 ３ 売掛金  2,590,565 3,129,431  2,692,972

 ４ 棚卸資産  1,524,913 1,624,944  1,579,193

 ５ 繰延税金資産  41,619 48,607  60,231

 ６ その他  96,718 105,673  69,383

   貸倒引当金  △268 △3,903  △276

   流動資産合計  5,277,594 46.1 6,148,966 47.7 5,481,963 44.5

Ⅱ 固定資産 
※1 
※2 

 

 １ 有形固定資産   

  (1) 建物  1,699,052 1,673,367  1,627,597

  (2) 機械及び装置  371,236 319,561  347,793

  (3) 土地  1,922,083 2,455,248  2,457,083

  (4) その他  184,260 188,473  200,934

   有形固定資産合計  4,176,632 36.5 4,636,651 36.0 4,633,408 37.6

 ２ 無形固定資産  11,563 0.1 11,480 0.1 11,521 0.1

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券 ※2 1,199,086 1,421,906  1,556,167

  (2) 繰延税金資産  422,038 325,260  298,123

  (3) その他  528,875 528,725  526,630

   貸倒引当金  △175,177 △185,131  △183,384

   投資その他の資産合計  1,974,822 17.3 2,090,760 16.2 2,197,537 17.8

   固定資産合計  6,163,018 53.9 6,738,892 52.3 6,842,468 55.5

Ⅲ 繰延資産   

   社債発行費  3,999 1,333  2,666

   繰延資産合計  3,999 0.0 1,333 0.0 2,666 0.0

   資産合計  11,444,612 100.0 12,889,192 100.0 12,327,097 100.0
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  前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 
(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １ 買掛金  2,254,447 2,751,975  2,310,074

 ２ 短期借入金 ※2 2,606,868 3,071,768  2,848,939

 ３ 未払金  361,502 454,182  342,141

 ４ 未払法人税等  21,248 21,187  34,307

 ５ 未払消費税等 ※4 14,757 43,906  22,147

 ６ 賞与引当金  50,900 62,500  92,000

 ７ その他  245,116 309,371  247,102

   流動負債合計  5,554,841 48.5 6,714,891 52.1 5,896,712 47.8

Ⅱ 固定負債   

 １ 社債  240,000 160,000  200,000

 ２ 長期借入金 ※2 1,271,214 1,164,446  1,315,709

 ３ 長期未払金 ※2 ― 440,000  440,000

 ４ 退職給付引当金  636,742 678,658  638,250

 ５ 役員退職慰労引当金  51,560 60,222  56,572

 ６ その他  891 981  891

   固定負債合計  2,200,407 19.3 2,504,307 19.4 2,651,422 21.5

   負債合計  7,755,249 67.8 9,219,199 71.5 8,548,134 69.3

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  1,080,500 9.4 ― ― 1,080,500 8.8

Ⅱ 資本剰余金   

  資本準備金  765,800 ―  765,800

  資本剰余金計  765,800 6.7 ― ― 765,800 6.2

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金  152,692 ―  152,692

 ２ 任意積立金  1,537,000 ―  1,537,000

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益  53,021 ―  46,334

  利益剰余金合計  1,742,714 15.2 ― ― 1,736,026 14.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金  105,003 0.9 ― ― 201,290 1.6

Ⅴ 自己株式  △4,654 △0.0 ― ― △4,654 △0.0

   資本合計  3,689,362 32.2 ― ― 3,778,962 30.7

   負債資本合計  11,444,612 100.0 ― ― 12,327,097 100.0
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  前中間会計期間末 

(平成 17 年９月 30 日)
当中間会計期間末 
(平成 18 年９月 30 日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成 18 年３月 31 日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比

(％) 
(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

 １ 資本金  ― ― 1,080,500 8.4 ― ―

 ２ 資本剰余金   

    資本準備金  ― 765,800  ―

   資本剰余金合計  ― ― 765,800 5.9 ― ―

 ３ 利益剰余金   

  (1) 利益準備金  ― 152,692  ―

  (2) その他利益剰余金   

    配当平均積立金  ― 57,000  ―

    別途積立金  ― 1,460,000  ―

    繰越利益剰余金  ― 45,229  ―

   利益剰余金合計  ― ― 1,714,921 13.3 ― ―

 ４ 自己株式  ― ― △4,654 △0.0 ― ―

   株主資本合計  ― ― 3,556,566 27.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等   

   その他有価証券 
   評価差額金 

 
― ― 113,426 0.9 ― ―

   純資産合計  ― ― 3,669,992 28.5 ― ―

   負債純資産合計  ― ― 12,889,192 100.0 ― ―
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② 中間損益計算書 
 

 
 前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高  13,717,435 100.0 14,682,181 100.0 27,918,387 100.0

Ⅱ 売上原価  11,594,092 84.5 12,410,867 84.5 23,577,281 84.4

   売上総利益  2,123,342 15.5 2,271,314 15.5 4,341,106 15.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,076,983 15.2 2,192,823 15.0 4,215,788 15.1

   営業利益  46,358 0.3 78,491 0.5 125,318 0.5

Ⅳ 営業外収益 ※1 50,058 0.4 48,336 0.3 83,872 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※2 53,718 0.4 59,089 0.4 108,983 0.4

   経常利益  42,698 0.3 67,738 0.4 100,207 0.4

Ⅵ 特別利益 ※3 63,891 0.5 82 0.0 87,740 0.3

Ⅶ 特別損失 
※4 
※6 

48,231 0.4 16,359 0.1 60,417 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益 

 58,358 0.4 51,460 0.3 127,530 0.4

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 7,916 8,187  33,575

   法人税等調整額  47,286 44,046  87,321

   計  55,202 0.4 52,234 0.3 120,896 0.4

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失（△） 

 3,155 0.0 △773 △0.0 6,634 0.0

   前期繰越利益  49,865 ―  49,865

   中間配当額  ― ―  10,165

   中間(当期)未処分利益  53,021 ―  46,334
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③ 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金  
資本金 

資本準備金
利益 
準備金 

その他 
利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

1,080,500 765,800 152,692 1,583,334 △4,654 3,577,671

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当 ― ― ― △20,331 ― △20,331

 中間純損失 ― ― ― △773 ― △773

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額) 

― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合
計(千円) 

― ― ― △21,105 ― △21,105

平成18年９月30日残高 
(千円) 

1,080,500 765,800 152,692 1,562,229 △4,654 3,556,566

 

評価・換算差額等 
 その他有価証券 

評価差額金 

純資産合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

201,290 3,778,962

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 ― △20,331

 中間純損失 ― △773

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額) 

△87,864 △87,864

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) 

△87,864 △108,969

平成18年９月30日残高 
(千円) 

113,426 3,669,992

 

 (注) その他利益剰余金の内訳 

 
配当平均 
積立金 

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

77,000 1,460,000 46,334 1,583,334

中間会計期間中の変動額  

 配当平均積立金取崩額 △20,000 ― 20,000 ―

 剰余金の配当 ― ― △20,331 △20,331

 中間純損失 ― ― △773 △773

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) 

△20,000 ― △1,105 △21,105

平成18年９月30日残高 
(千円) 

57,000 1,460,000 45,229 1,562,229
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式 

同左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式 

同左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

 (2) 棚卸資産 

   総平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

   総平均法による原価法 

    ただし、肥育牛は個別法に

よる原価法 

 (2) 棚卸資産 

   総平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産……定率法 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっております。 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産……定率法 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産……定率法 

同左 

 (2) 無形固定資産……定額法  (2) 無形固定資産……定額法  (2) 無形固定資産……定額法 

３ 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

   商法施行規則に規定する最長

期間(３年)で毎期均等償却して

おります。 

３ 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

   ３年で毎期均等償却しており

ます。 

３ 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

   商法施行規則に規定する最長

期間(３年)で毎期均等償却して

おります。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討

して、回収不能見込額を計上し

ております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与の支払に備え、支

給見込額のうち当中間会計期間

負担分を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与の支払に備え、支

給見込額のうち当期負担分を計

上しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(467,394千円)については、10

年による按分額を費用処理して

おり、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

(10年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしており

ます。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当事業年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(467,394千円)については、10

年による按分額を費用処理して

おります。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数(10年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしてお

ります。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支出に備え

るため、当社の内規による中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支出に備え

るため、当社の内規による期末

要支給額を計上しております。
 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税について

は、税抜方式を採用しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

これにより税引前中間純利益が

37,167千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

 

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益が

37,167千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

 

――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,669,992千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 

――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成 17 年９月 30 日) 

当中間会計期間末 
(平成 18 年９月 30 日) 

前事業年度末 
(平成 18 年３月 31 日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,427,492 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,550,568 千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,502,081 千円

※２ 担保資産 

  (1) 担保差入資産 

建物 1,132,687千円

機械及び装置 90,659 

土地 1,477,852 

その他 2,124 

計 2,703,324  

※２ 担保資産 

  (1) 担保差入資産 

建物 1,048,904千円

機械及び装置 74,999 

土地 2,012,852 

投資有価証券 266,125 

その他 1,988 

計 3,404,869  

※２ 担保資産 

  (1) 担保差入資産 

建物 1,088,534千円

機械及び装置 83,333 

土地 2,012,852 

投資有価証券 313,450 

その他 2,051 

計 3,500,221  
   上記のうち、工場財団設定分 

建物 591,576千円

機械及び装置 90,659 

土地 124,121 

その他 2,124 

計 808,482  

   上記のうち、工場財団設定分

建物 549,968千円

機械及び装置 74,999 

土地 124,121 

その他 1,988 

計 751,078  

   上記のうち、工場財団設定分

建物 570,393千円

機械及び装置 83,333 

土地 124,121 

その他 2,051 

計 779,900  
  (2) 債務の内容 

短期借入金 2,056,868千円

長期借入金 1,271,214 

計 3,328,082 

   (うち工場財団分 1,050,000) 

  (2) 債務の内容 

短期借入金 2,161,768千円

長期借入金 1,129,446 

長期未払金 440,000 

計 3,731,214 

   (うち工場財団分 1,150,000)

  (2) 債務の内容 

短期借入金 2,088,939千円

長期借入金 1,275,709 

長期未払金 440,000 

計 3,804,648 

   (うち工場財団分 1,050,000)

 ３ 保証債務 

   関係会社の銀行借入等に対す

る保証債務 

㈱テルマンフーズ 53,911千円
㈱ワールドフード
サービス 

10,000 

㈱泉川運輸 2,357 

㈱菖蒲フーズ 98,716 

計 164,984  

 ３ 保証債務 

   関係会社の銀行借入等に対す

る保証債務 

㈱テルマンフーズ 41,250千円
㈱ワールドフード
サービス 

10,000 

㈱泉川運輸 2,505 

㈱菖蒲フーズ 90,332 

計 144,087  

 ３ 保証債務 

   関係会社の銀行借入等に対す

る保証債務 

㈱テルマンフーズ 45,000千円
㈱ワールドフード
サービス 

10,000 

㈱泉川運輸 2,348 

㈱菖蒲フーズ 94,084 

計 151,432  
※４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４    ―――――― 

 

※５    ―――――― 

 

※５ 中間会計期間末日満期手形の

処理 

   当中間会計期間末日は、金融

機関の休日でありましたが、満

期日に決済が行われたものとし

て処理しております。中間会計

期間末日満期手形は、次のとお

りであります。 
 

受取手形 20,567 千円
 

※５    ―――――― 
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,800千円

受取配当金 15,071 

受入手数料 7,871 

保険金収入 11,817  

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,919千円

受取配当金 26,591 

受入手数料 7,926 

保険金収入 895  

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3,621千円

受取配当金 18,725 

受入手数料 15,784 

保険金収入 20,044  
※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 27,395千円

過年度退職給付 
費用 23,370 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 32,593千円
過年度退職給付

費用 23,370 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 56,510千円
過年度退職給付 

費用 46,740 
 

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金 
戻入益 

29,372千円

投資有価証券売
却益 27,546 

 

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金 
戻入益 

82千円
 

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金 
戻入益 

29,531千円

投資有価証券売
却益 49,916 

 
※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評
価損 

6,050千円

固定資産売却除
却損 3,813 

減損損失 37,167  

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却除
却損 

10,420千円

減損損失 2,378 
投資有価証券 
売却損 

3,559 
 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却除
却損 

22,799千円

減損損失 37,167  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 128,338千円

無形固定資産 59  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 124,640千円

無形固定資産 41  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 262,224千円

無形固定資産 100  
※６ 減損損失 
 当中間会計期間において、以下の資産

グループについて減損損失を計上してお

ります。 

場所 用途 種類 

栃木県那須塩原
市 

遊休資産 土地 

栃木県栃木市 遊休資産 
土地及び
建物等 

栃木県都賀町 遊休資産 土地 

 当社は、原則として事業用資産、賃貸

用資産及び遊休資産の区分にて資産のグ

ループ化を行い、事業用資産については

単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資

産については個別資産をグルーピングの

最小単位としております。 

 当該遊休資産については、継続的な地

価下落等により、帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（37,167 千円）として特別損失に計上

しております。その内訳は、土地

36,083 千円及び建物等 1,084 千円であ

ります。 

 なお、回収可能額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額は固定資

産税評価額等を基礎に算定しておりま

す。 

※６ 減損損失 
 当中間会計期間において、以下の資産

グループについて減損損失を計上してお

ります。 

場所 用途 種類 

栃木県都賀町 遊休資産 土地 

 

 

 

 

 当社は、原則として事業用資産、賃貸

用資産及び遊休資産の区分にて資産のグ

ループ化を行い、事業用資産については

単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資

産については個別資産をグルーピングの

最小単位としております。 

 当該遊休資産については、継続的な地

価下落等により、帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（2,378 千円）として特別損失に計上し

ております。その内訳は、土地 2,378 千

円であります。 

 なお、回収可能額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額は固定資

産税評価額等を基礎に算定しておりま

す。 

※６ 減損損失 
 当事業年度において、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しておりま

す。 

場所 用途 種類 

栃木県那須塩原
市 

遊休資産 土地 

栃木県栃木市 遊休資産 
土地及び
建物等 

栃木県都賀町 遊休資産 土地 

 当社は、原則として事業用資産、賃貸

用資産及び遊休資産の区分にて資産のグ

ループ化を行い、事業用資産については

単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資

産については個別資産をグルーピングの

最小単位としております。 

 当該遊休資産については、継続的な地

価下落等により、帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（37,167 千円）として特別損失に計上

しております。その内訳は、土地

36,083 千円及び建物等 1,084 千円であ

ります。 

 なお、回収可能額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額は固定資

産税評価額等を基礎に算定しておりま

す。 

 
（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 344,238 ― ― 344,238 
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（リース取引関係） 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
機械及び 
装置 
(千円) 

 
その他 
(千円) 

 
合 計 
(千円) 

取得価 
額相当 
額 

1,268,705 78,775 1,347,480

減価償 
却累計 
額相当 
額 

457,381 24,405 481,786

中間期 
末残高 
相当額 

811,324 54,369 865,694

 

 
機械及び
装置 
(千円)

 
その他
(千円)

 
合 計
(千円)

取得価
額相当
額 

1,179,207 181,611 1,360,819

減価償
却累計
額相当
額 

472,994 82,264 555,259

中間期
末残高
相当額

706,213 99,347 805,560

 

 
機械及び
装置 
(千円) 

 
その他 
(千円) 

 
合 計
(千円)

取得価 
額相当 
額 

1,196,827 170,331 1,367,159

減価償 
却累計 
額相当 
 額 

471,518 66,431 537,950

期末残 
高相当 
額 

725,308 103,900 829,208

 
 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 206,348千円

１年超 679,106 

計 885,455 
 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 216,854千円

１年超 614,003 

計 830,857 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 211,742千円

１年超 641,273 

計 853,015 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 118,857千円

減価償却費 
相当額 

107,209 

支払利息相当額 14,772 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 124,170千円

減価償却費 
相当額 

111,893 

支払利息相当額 14,864 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 252,002千円

減価償却費 
相当額 

227,559 

支払利息相当額 30,893 
 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

  ・リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法

同左 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法

同左 

   利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

   利息相当額の算定方法 

同左 

   利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 30,408千円

１年超 58,936 

計 89,344 
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年以内 33,505千円

１年超 43,092 

計 76,597 
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年以内 30,408千円

１年超 43,732 

計 74,140 
  

 
（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日)、当中間会計期間末(平成18年９月30日)及び前事業年度末(平成

18年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /SyntheticBoldness 1.00
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for high quality pre-press printing. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later. These settings require font embedding.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308030d730ea30d730ec30b9537052377528306e00200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee575284e8e9ad88d2891cf76845370524d6253537030028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f0030028fd94e9b8bbe7f6e89816c425d4c51655b574f533002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c9069752865bc9ad854c18cea76845370524d521753703002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f300290194e9b8a2d5b9a89816c425d4c51655b57578b3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


